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（（目的目的））

日本におけるドメイン名の一層の活用を促進し、インターネットのさらなる発展を通日本におけるドメイン名の一層の活用を促進し、インターネットのさらなる発展を通
して広く社会に貢献することを目指す。して広く社会に貢献することを目指す。具体的には、情報通信審議会答申（2009年7
月10日）を踏まえ 以下を目的とする月10日）を踏まえ、以下を目的とする。

（1）日本語国別トップレベルドメイン（TLD）「.日本」に対する、民間主導による
公正・中立な管理運営の仕組みの確立

（2）地理的名称に関する新たな分野別TLD」（地名TLD）導入の円滑化（2）地理的名称に関する新たな分野別TLD」（地名TLD）導入の円滑化
（3）ドメイン関連市場の健全な発展への貢献
（4）国際的な協調活動への貢献

（事業）（事業）

（1）「.日本」の管理運営事業者（以下「管理運営事業者」とする ）の公募による選定
（2）管理運営事業者に対する継続的な監督
（3）地名ＴＬＤについての導入支援
（4）ドメイン関連市場の健全な発展のための啓発活動
（5）関連する国際的な協調活動への参画（5）関連する国際的な協調活動への参画
（6）その他、上記に関連して必要となる活動
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１．IDNccTLD「．日本」 に係る事業

（1）管理運営事業者の公募による選定業務
（2）選定された管理運営事業者の監督業務（2）選定された管理運営事業者の監督業務
（3） IDNccTLD「．日本」のデータエスクロー実施に係る業務
（4） IDNccTLD「．日本」 の紛争処理体制の構築に係る業務
（5） IDNccTLD「．日本」 に関する情報提供業務
（6） そ 他 「 日本 の需要調査 基盤整備等に資する業務（6） その他 IDNccTLD「．日本」 の需要調査、基盤整備等に資する業務

２．「地理的名称に関する新たな分野別TLD」（以下「地名TLD」とする ）の導入支

援に係る事業援に係る事業

（1） 「地名TLD」に関する情報センター業務
（2） 「地名TLD」に関する問合せ及び相談対応業務

３．ドメイン関連市場の健全な発展のための啓発に関する事業

（１）セミナーやシンポジウムの開催に係る業務
（２）ドメイン名に関連する情報発信業務（２）ドメイン名に関連する情報発信業務

４．国際協調に係る事業
（１） ICANN等の情報収集及び国内の意見調整等の業務
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正会員
賛助会員

オブザーバ 会員総会

監事選定委員会

理事会監督委員会
顧問

幹事会事務局

理事 5名以上15名以内
＊但し、理事の過半数は正会員より選任する。

会長 1名
副会長 若干名
幹事 若干名監事 2名以内 幹事 若干名
顧問 5名以内
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＜会員＞＜会員＞

・一般社団法人ＥＣネットワーク
・財団法人インターネット協会（IAjapan）
・一般社団法人JPCERT コーディネーションセンター（JPCERT/CC）

財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）・財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）
・財団法人地方自治情報センター（LASDEC）
・社団法人テレコムサービス協会
・社団法人電気通信事業者協会（TCA）社団法人電気通信事業者協会（TCA）
・社団法人日本インターネットプロバイダー協会（JAIPA）
・社団法人日本ケーブルテレビ連盟（JCTA)
・社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC）

NPO日本ネ トワ クセキ リテ 協会（JNSA）・NPO日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA）
・日本弁護士連合会
・財団法人ハイパーネットワーク社会研究所
・一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム（MCF）般社団法人モバイル コンテンツ フォ ラム（MCF）

＜賛助会員＞＜賛助会員＞

・社団法人全国消費生活相談員協会社団法人全国消費生活相談員協会
・株式会社ミロク情報サービス

＜オブザーバー＞＜オブザーバー＞
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・総務省
・社団法人 日本経済団体連合会



理事会メンバー理事会メンバー
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2009年9月28日発表2009年9月28日発表
報道関係者各位

日本インターネットドメイン名協議会日本インタ ネットドメイン名協議会

「.日本」、来年早期の実現をめざす
インターネットのドメイン「.日本」を民間主導で選定する、

本 タ ネ トド 名協議会が 式発日本インターネットドメイン名協議会が正式発足

7月に行われた総務省情報通信審議会における答申を受けて設立準備を進めてきた「日本
インターネットドメイン名協議会」は 9月25日設立総会を開いて正式に発足しましたインタ ネットドメイン名協議会」は、9月25日設立総会を開いて正式に発足しました。
本協議会は、日本の多国文字トップレベルドメインである「.日本」を運営する事業者を公
募によって選定・監督することをはじめ、自治体や地域のドメイン名の円滑な導入を支援す
る活動などを行って参ります。「.日本」は、早ければ来年前半に実現できる可能性があり、
本協議会はその円滑な導入に取り組みます。

設立目的設立目的設立目的設立目的

１．日本語国別トップレベルドメイン（TLD）「.日本」に対する、民間主導による
公正・中立な管理運営の仕組みの確立

２ 地理的名称に関する新たな分野別TLD」（地名TLD）導入の円滑化
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２．地理的名称に関する新たな分野別TLD」（地名TLD）導入の円滑化
３．ドメイン関連市場の健全な発展への貢献
４．国際的な協調活動への貢献



○選定基準作成作業部会を設置して検討を進める予定（○選定基準作成作業部会を設置して検討を進める予定（1212月から）月から）○選定基準作成作業部会を設置して検討を進める予定（○選定基準作成作業部会を設置して検討を進める予定（1212月から）月から）

○審議会の答申をふまえ、現在、基本的な事項を幹事会で検討中○審議会の答申をふまえ、現在、基本的な事項を幹事会で検討中

○選定基準○選定基準 （業務運営に関する審査項目として盛り込む予定の事項）（業務運営に関する審査項目として盛り込む予定の事項）

（１）技術的能力（１）技術的能力
〈例〉・ DNSサーバーの運用を円滑に行うための技術的能力

（２）経営基盤（２）経営基盤
〈例〉・ 安定的な事業運営に必要な資金の確保（借入金等）〈例〉 定 事業運 要 資 保（借入 等）

・ 事業開始後の収支の見通し
・ 株式会社にあっては、株主構成の安定性

（３）事業計画（３）事業計画
〈例〉・ サービス開始時期

サ ビス内容 運営方針・ サービス内容・運営方針
・ 適切な設備投資計画（ドメイン数に応じた設備増強計画等）
・ ドメイン登録料の価格設定方針

（４）事業運営の公正性・透明性（利用者、ドメイン登録者への説明責任）（４）事業運営の公正性・透明性（利用者、ドメイン登録者への説明責任）
〈例〉・ ドメイン事業収支の公表

・ サービス内容・運営方針の公正性確保方策（外部有識者の活用等）

（５）コンプライアンス体制（５）コンプライアンス体制
〈例〉・ 法令遵守のための体制の整備（個人情報の保護等）

（６）ドメイン登録者等外部からの苦情・問合せ対応の体制（６）ドメイン登録者等外部からの苦情・問合せ対応の体制
〈例〉 顧客サポ ト体制 紛争処理体制〈例〉・ 顧客サポート体制、紛争処理体制

・ 関係者からの苦情や提案をサービス向上につなげる体制

（７）国際的な役割の遂行（７）国際的な役割の遂行
〈例〉・ グローバルなDNSの運営における連携確保

・ ICANNの議論への貢献
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（８）国内のインターネットの発展への貢献（８）国内のインターネットの発展への貢献
〈例〉・ 基本理念

・ インターネットに関連する国際的議論に関する情報の共有



○選定委員会において、「．日本」の管理運営事業者の選定を行う○選定委員会において、「．日本」の管理運営事業者の選定を行う
（以下、情報通信審議会答申２８ページから抜粋）

民間による選定の場について、
ア 公正性、中立性及び透明性が確保された形で設けられること
イ 国と一定程度の関連性を有することイ 国と一定程度の関連性を有すること

（例えば、国から選定についての依頼状を出す等）
ウ 本答申の内容に沿った事業者選定が行われ、その選定の審査で確認された

管理運営事業の公共性が確保されるよう措置すること
の３点が満たされる場合には、国は、その選定結果を尊重することが適当である。

○選定の場の構成についての考え方○選定の場の構成についての考え方

公正性・中立性及び透明性を確保した上、有識者10名程度により構成される
委員会を設置する予定

○具体的な人選についての考え方○具体的な人選についての考え方○具体的な人選についての考え方○具体的な人選についての考え方

学識経験者、実務家（８～９人）
法制度、経済、競争政策、ネット技術等

利用者代表（１ ２人）
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利用者代表（１～２人）



９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月・・・

25日

理事会理事会

設立総会設立総会

管理運営事業者の選定
↓

総務省への報告

幹事会にて検討幹事会にて検討

理事会理事会

選定基準
案公表

選定基準案
意見募集

選定基準・
公募要綱発表

↓
総務省からICANNへの推薦

↓
ICANNによる審査・承認

↓
管理運営事業者 正式決定

公募開始

公募要綱発表

選定基準
作業部会

管理運営事業者の正式決定
↓

管理運営事業者による準備
↓

管理運営事業者による申請受付開始
↓↓

「．日本」の利用開始

選定委員会選定委員会

ICANN会議 ICANN会議
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ICANN会議

（ソウル）

10/25-30

ICANN会議

（ナイロビ）

3/7-13


